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 公園・緑地  

 

１ 広域公園・都市公園面積の推移  

（各年３月31日現在） 

種 別 

年 次 

広域公園 総合公園 地区公園 近隣公園 街区公園 合計 

公園数 面積(ha) 公園数 面積(ha) 公園数 面積(ha) 公園数 面積(ha) 公園数 面積(ha) 公園数 面積(ha)

平成28(2016) 2 137.90 3 49.00 3 16.50 14 30.30 110 31.09 132 264.79

 〃 29(2017) 2 137.90 3 49.00 3 16.50 14 30.30 110 31.09 132 264.79

 〃 30(2018) 2 137.90 3 49.00 3 16.50 14 30.30 111 31.30 133 265.00

 
 
２ 緑道・緑地面積の推移 
 
                 （各年３月31日現在） 
 

種 別 

年 次 

緑道 緑地 

路線数 面積(ha) 緑地数 面積(ha)

平成28(2016) 27 13.69 16 62.39

 〃 29(2017) 27 13.69 16 62.39

 〃 30(2018) 27 13.69 17 62.41

 

３ 一人当たりの公園面積等 

平成30年(2018年)３月31日現在 

区   分 市 全 体 
内         訳 

既 成 市 街 地 千里ニュータウン 

 人    口 （人） 370,072 306,330 63,742 

 面    積 （ha） 3,609 2,872 737 

 人口密度 （人／ha） 102.54 106.66 86.49 

 公 園 面 積 （ha） 265.00(133) 190.17(106) 74.83( 27) 

 一人当たり面積（㎡） 7.16 6.21 11.74 

 遊    園 （ha） 15.01(336) 10.42(274) 4.59( 62) 

 緑    道 （ha） 13.69( 27) 13.69( 27) － 

 緑    地 （ha） 62.41( 17) 2.76( 12) 59.65(  5) 

    計   （ha） 356.11(513) 217.04(419) 139.07( 94) 

 （注）１ （ ）内は設置数を示す 

    ２ 既成市街地の面積には、万博公園の面積129.0ha及び服部緑地の一部8.9haを含む 

    ３ 面積については、平成30年(2018年)３月31日現在の数値 
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４ 公園緑地などの整備状況 

平成27年度(2015年度) 平成28年度(2016年度) 平成29年度(2017年度) 

［公園］ 

 ふじのき公園、大井池公園、 

 王子公園、千里山東にちご公園 

 公園施設安全安心対策工事 

 （39,150千円） 

 いずみ公園 

街角防災ふれあい広場整

備（57㎡） 

      （  5,730千円） 

 

［公園］ 

 原町公園、岸部中第２公園、 

 山田西第１公園、上山手公園、

 公園施設安全安心対策工事 

 （37,520千円）

 新いずみ公園 

街角防災ふれあい広場整

備（79㎡） 

      （  6,156千円）

 

［公園］ 

 玉の井公園、原新池公園、 

 ももの木公園、広芝公園、 

 佐井寺東公園、宮が谷池公園、

 山田小川公園、津雲公園、 

 山田西公園 

 公園施設安全安心対策工事 

 （41,353千円）

 いずみの園公園 

街角防災ふれあい広場整

備（20㎡） 

      （  5,600千円）

 

５ 遊園の推移 

（各年４月１日現在） 

区分 

年度 
遊園数（か所） 面  積（㎡） 

平成28(2016) 335 150,173 

 〃 29(2017) 334 149,068 

 〃 30(2018) 336 150,058 

 

 

 緑        化  

１ 平成29年度(2017年度)の主な緑化事業 

区   分 事   業   内   容 事業費（千円）

公   園 樹木等保持業務 463,575 

 草花植付け業務等 12,632 

街   路 樹木等保持業務 229,411 

 草花植付け業務等 10,155 

緑 化 推 進 みどりの協定等助成 1,699 

計 717,472 

２ 緑化意識の啓発等 

 「吹田市みどりの保護及び育成に関する条例」による緑化推進の一環として、公共施設等に緑

化樹を無償配布し、緑の催しとして「花と緑のフェア」を実施するなど、緑化意識の啓発を図っ

た。 
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⑴ 公共緑化樹、大阪府緑化樹の無償配布 

  公 共 緑 化 樹 公共施設に513本の緑化樹を配布した。 

  大阪府緑化樹 自治会等に樹木179本を配布した。 

⑵ 花と緑のフェア（平成28年度(2016年度)より花とみどりの情報センターが実施。） 

  花と緑のフェア 平成29年(2017年)11月３日（金）千里南公園 

３ 花と緑、水めぐる遊歩道 

 平成15年度(2003年度)から花と緑、水といった自然資源を継ぎあわせ、楽しく安心して、また

健康にも役立つ遊歩道のコースづくりに市民参画で取り組み、平成17年度(2005年度)には市内23

のコースを選定した。 

 平成18年度(2006年度)には、通称「ぶらっと吹田」の地図を発行した。 

４ 緑化推進基金 

⑴ 基金の概要 

 ア 制定時期 昭和55年(1980年)３月31日 

イ 基金の額 平成30年(2018年)４月１日現在 ７億6,507万6,245円で、基金の目標額は設定

していない。 

⑵ 基金の運用状況 

  寄附金と開発に伴う公共施設等整備納入金の一部等を積み立てており、樹木の予防保全的な

維持管理のための調査や指針策定、護岸改修による災害予防等に充当している。 

５ 吹田市生垣等緑化推進助成 

 市域の大半を占める民有地の緑化を推進するため、市民等が道路に面して新たに次の事業を行

う場合にその経費の一部を助成する吹田市生垣等緑化推進助成要綱を昭和60年(1985年)４月１日

施行。 

⑴ 生垣の設置 

  設置する生垣の延長が２ｍ以上、高さが道路から眺望して１ｍ以上、植栽本数が延長１ｍ当

たり２本以上である場合、１ｍ当たり5,000円までの助成金を交付する。 

  既成のブロック塀等を撤去して当該部分に生垣を設置する場合は、ブロック塀等の延長１ｍ

当たり2,500円までの助成金を追加して交付する。 

⑵ つたによる垂直緑化 

  つたで覆うブロック塀等の延長が２ｍ以上、高さが１ｍ以上である場合、１ｍ当たり５本の

つた苗を配布する。 

⑶ 花の道づくり 

  道路通行人が鑑賞できる場所に花を育成管理する場合、育成面積及び種まき時期に応じた花

の種子を配布する。 
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⑷ 平成29年度(2017年度)実績 

 ア 生垣設置助成 ４件   助成金額   33万5,000円 

 イ 塀等撤去   １件   助成金額   ５万8,000円 

 ウ つた苗配布  ０件    配布本数            ０本 

 エ 花の種子配布  ０件    配布数量             ０袋 

 

６ 大気浄化植樹助成事業 

 緑化の推進と大気環境の改善を図ることを目的として、市内にある工場又は事業場の敷地内で

大気浄化能力を有する植樹の整備を行う場合に、その経費の一部を助成する大気浄化植樹事業助

成要綱を平成３年(1991年)７月31日に施行した。 

 助成金の額は旧公害指定地域は助成対象経費の２分の１の額とし､植栽面積１㎡につき5,200円

を限度。その他の地域は助成対象経費の８分の３の額とし、植栽面積１㎡につき3,900円を限度

とする。 

  平成29年度(2017年度)実績 ０件 

 

７ 樹木等の保護制度及びみどりの協定（みどりの保護及び育成に関する条例） 

⑴ 保護樹木、保護樹林の指定 

  市内に残された古木、大木や樹林を所有又は管理している方の同意を得て、保護樹木等に指

定し保護に努める。 

   平成29年度(2017年度)  指定件数 ０件 

⑵ みどりの協定 

  市民や事業者が、接道部に連続して樹木や草花を植栽する場合、市と協定を締結し、要件を

満たせば樹木等を助成している。 

   平成29年度(2017年度)  締結件数 ０件 

 

８ 花とみどりの情報センター 

⑴ 施設の概要 

 ア 施 設 名  江坂花とみどりの情報センター 

   位   置  江坂町１丁目19番１号（江坂公園内） 

   主 要 施 設  講習室 40㎡  会議室 32㎡  展示室 190㎡  準備室 18㎡ 

資料室 13㎡  事務室 55㎡  倉 庫 17.62㎡ 合計  365.62㎡ 

   開設年月日  平成８年(1996年)４月１日 

 イ 施 設 名  千里花とみどりの情報センター 

   位   置  津雲台１丁目２番１号（千里ニュータウンプラザ内 １階） 
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   主 要 施 設  講習室 72.78㎡  展示室 103.47㎡ 準備室 18.41㎡ 

           倉 庫 28.14㎡ 事務室 29.41㎡ 合計 252.21㎡ 

   開設年月日  平成24年(2012年)９月３日 

⑵ 目   的  花とみどりに関する情報の普及を図るとともに、花とみどりにふれあう市民

相互の交流の場を提供し、もって緑化意識の高揚に質する。 

⑶ 施設の管理運営  株式会社 日比谷アメニスを指定管理者としている。 

          (指定期間：平成28年(2016年)４月１日から平成33年(2021年)３月31日まで) 

 

 道 路  

 

１ 市道路線認定基準 

 ⑴ 目   的  市の急速な発展と交通量の増大に伴い、新たに市道として路線認定を行う場

合における必要な基準を定め、適正な市道路線網の整備の推進を図ることを目

的とする。 

 ⑵ 道路の条件  路線認定する道路は、法令その他特別の定めのあるものを除き、次に掲げる

要件のいずれかに該当するものとする。 

 ア 国道、府道又は市道のいずれかに連絡する道路 

 イ 公共施設を相互に連絡する道路 

 ウ 都市計画法、土地区画整理法等法令の規定に基づき設置された道路で法

令の規定により本市に帰属される道路 

 エ 建築基準法第42条（道路の定義）第１項第５号の規定により位置の指定

を受け整備され、市が寄附を受けた道路 

 ただし、前記アを満たすものに限る。 

 オ 自転車等専用道路にあっては、道路構造令第39条（自転車専用道路及び

自転車歩行者専用道路）及び第40条（歩行者専用道路）の規定に適合する

道路 

 カ 一般交通の用に供している道で、その敷地を市が無償で取得できるもの、

又は使用貸借できるもの。 

 ⑶ 構 造 条 件  認定する路線の敷地の構造及び形状は、開発行為等の事前協議により本市

に帰属される道路を除くほか、次に掲げる要件の全てに適合するものでなけれ

ばならない。 

 ア 道路幅員は、法令その他特別の定めのあるものを除き、４ｍ以上とする。 

 イ 道路の交差箇所等に車両通行に支障がない隅切があること。 

 ウ 側溝、街渠又はそれらに準ずる排水施設を備えていること。 
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 エ 道路の線形、縦断勾配は、通行上支障のないものであること。 

 オ 道路面及び構造物は、通行上支障のないものであること。 

 カ 道路敷地内に設置されている占用物件は、道路法第32条（道路の占用の

許可）の規定に基づく占用許可の対象となるものであり、かつ道路法施行

令第10条（一般工作物等の占用の場所に関する基準）から第12条（構造に

関する基準）までの規定に該当するものでなければならない。 

 ⑷ その他の措置  その他公共的見地から関係者協議により市長が必要と認める道路。 

 

２ 市道の推移 

（各年３月31日現在） 

区分 

年次 
実  延  長(ｍ) 舗装道路延長(ｍ) 改 良 済 延 長      (ｍ) 

自 動 車 交 通        

不 能 延 長      (ｍ)

平成28(2016) 533,338 528,202 432,213 55,465

 〃 29(2017) 534,533 529,376 433,616 55,424

 〃 30(2018) 535,118 530,096 434,412 55,315

 

３ 国道、府道などの舗装 

平成30年(2018年)４月１日現在 

道 路 別 
路 線

（本） 

総    数 舗  装  道 砂  利  道 舗装率

（％）延長(ｍ) 面積(㎡) 延長(ｍ) 面積(㎡) 延長(ｍ) 面積(㎡)

総     数 2,978 600,844 5,075,195 598,165 5,068,392 2,679 6,803 99.5

一 般 国 道 2 9,015 284,162 9,015 284,162 0 0 100.0

高速自動車国道 3 12,626 310,159 12,626 310,159 0 0 100.0

府     道 13 44,085 833,275 44,085 833,275 0 0 100.0

内 

訳

主要地方道 5 19,975 445,852 19,975 445,852 0 0 100.0

一 般 府 道 8 24,110 387,423 24,110 387,423 0 0 100.0

市 道 2,960 535,118 3,647,599 532,439 3,640,796 2,679 6,803 99.5

 

(注) 舗装率(％)＝ 
舗装道延長 

× 100  
総延長 

 

４ 道路台帳の整備 

⑴ 目   的         道路管理者が、その管理事務を円滑に遂行するために、道路の区域、道路の

面積、構造等、管理上の基礎的な事項を総括して把握することを目的とする。 

⑵ 法 的 根 拠       道路法（昭和27年(1952年)６月法律第180号）は第28条において、道路管理

者に対し道路台帳を調製し保管する義務を定めている。 
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         道路台帳は、図面と調書からなり、その記載事項については、道路法施行規

則第４条の２に詳細に定められている。 

 

５ 緑あふれる未来サポーター事業（すいた里親道路促進事業） 

市民グループ及び自治会や企業等の団体に、道路の一定区間にわたり路面清掃や花壇の管理、

植栽などをしていただくことで道路環境に対する市民意識の高揚を図り、市民との協働によるま

ちづくりを推進する。 

事業実績                        （各年３月31日現在） 

年度 

区分 
平成27(2015) 平成28(2016) 平成29(2017) 

協 定 団 体 数 41 43 43 

事    業    費（円） 3,157,231 3,518,915 2,742,746 

 

６ 補修・新設改良工事経費 

(単位：千円) 

区分 

年度 
道路維持費 道路舗装費 

道路・橋梁新設改良費 

（工事請負費、設計等委託料） 

平成27(2015) 250,116 125,195 45,188 

 〃 28(2016) 249,530 139,312 107,664 

 〃 29(2017) 252,551 131,977 57,080 

 

７ 地籍調査の整備 

⑴ 目的 境界標等のデータの一元化を図り、管理する道路区域を明確にすることにより道路管

理行政の円滑化を図ることを目的とする。 

⑵ 法的根拠 国土調査法（昭和26年(1951年)６月法律第180号） 

  測量法（昭和24年(1949年)６月法律第188号） 

  地籍調査作業規程準則（昭和32年(1957年)12月総理府令第71号） 

年  度 事業地区 事業面積(ha) 委託金額(千円) 

平成27(2015) 
垂水町１・２丁目、 

金田町、円山町 
94 8,856 

 〃 28(2016) 垂水町１丁目、円山町、山手町２丁目 79 9,180 

 〃 29(2017) 円山町、山手町１・２・３丁目 80 8,640 
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８ 私道舗装工事助成金 

  （吹田市私道舗装工事助成金交付要綱 昭和50年(1975年)９月１日制定） 

⑴ 目   的  市内の私道の舗装工事を行う者に対し、予算の範囲内において、私道舗装工

事助成金を交付することにより、生活環境の整備を促進することを目的とす

る。 

 ⑵ 助成状況 

年   度 件   数 延  長(ｍ) 面  積(㎡) 助成金額(円) 

平成27(2015) 1 22.5 54.0 340,200 

 〃 28(2016) 1 50.7 170.6 500,000 

 〃 29(2017) 3 149.39 646.8 1,400,000 

 

９ 街路灯・防犯灯の設置 

                                  （単位：千円） 

年度 

区分 
平成27(2015) 平成28(2016) 平成29(2017) 

管 理 数 ( 灯 ) 20,836 20,879 20,910 

電 気 代 130,492 100,308 87,771 

新設・補修等工事請負費 43,501 41,623 44,770 

Ｌ Ｅ Ｄ 灯 具 取 替 経 費 125,380 116,696 － 

管理台帳整備委託料等 526 746 536 

事 業 費 計 299,899 259,373 133,077 

 

 交 通 対 策  

 

１ 市内交通事故発生状況 

年     次 発 生 件 数 死 亡 者（人） 負 傷 者（人） 

平成27(2015) 1,046 6 1,241 

 〃 28(2016) 1,046 4 1,250 

 〃 29(2017) 1,033 7 1,238 

 

２ 市内ミニバイク事故発生状況 

年     次 発 生 件 数 死 亡 者（人） 負 傷 者（人） 

平成27(2015) 187 0 152 

 〃 28(2016) 166 0 128 

 〃 29(2017) 143 1 111 
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３ 交通安全施設の整備 

年 度 

項 目 

平 成 27 

(2015) 

平 成 28 

(2016) 

平 成 29 

(2017) 

防 護 柵 (ｍ) 373.87 138.40 231.63 

カ ー ブ ミ ラ ー (本) 38 33 22 

道 路 照 明 (本) 2 0 12 

区 画 線 (ｍ) 2,647.3 3,231.2 1,826.6 

自転車通行空間 (ｍ) 0 0 551.1 

 
交通安全施設整備事業 
(決算額 単位：円) 

 

101,597,865 47,046,377 49,185,616 
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４ 自転車駐車場設置状況 

平成30年(2018年)４月１日現在 

鉄
道
名 

駅 

名 

設置場所 設置年月日 
敷地面積(㎡)

(延べ床面積)

収 容 台 数（台） 使用

料の

有無 

管  理  主  体

自転車 原 付
自 動

二輪車
合 計 

Ｊ 
 

 
 

 

Ｒ 
 

 
 

 

西 
 

 
 

 

日 
 

 
 

 

本 

吹 
 

 
 

 
 

 

田 

東 平成７(1995). 4. 1 
1,581.79

(1,414.14)
1,096 130 1,226 有 

( 公 財 )自転車駐車場

整 備 セ ン タ ー

東 第２ 平成８(1996). 3. 1 
73.44

(0)
46 46 有  

中 央 平成22(2010). 5.20 
376.81

(890.64)
531 32 563 有 吹 田 市

西 昭和55(1980). 4.21 
287.18

(736.83)
343 118 461 有  

北 平成８(1996). 4. 1 
3,768.37

(2,744.13)
2,010 190 2,200 有  

北 口 平成29(2017). 8. 1 
693.21

(402.52)
300 300 有 

( 公 財 )自転車駐車場

整 備 セ ン タ ー

岸 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

辺 

第 １ 平成４(1992). 4. 1 
263.61

(406.67)
314 17 331 有  

第 ２ 平成４(1992). 5. 1 
207.76

(151.58)
100 57 157 有  

第 ６ 平成４(1992).12. 1 
732.53

(787.67)
967 39 1,006 有  

南 平成15(2003). 5.16 
733.60

(494.73)
398 81 479 有  

東 平成17(2005). 4. 1 
1,499.83

(1,080.85)
1,303 102 31 1,436 有  

北 口 平成30(2018). 4. 1 
737.58

(1,277.85)
867 83 950 有  

北 平成30(2018). 4. 1 
603.41

(0)
204 204 有 吹 田 市

電

鉄

北
大
阪
急
行

桃
山
台 

東 第１ 平成８(1996). 3. 1 
1,238.43

(2,394.85)
1,408 220 1,628 有 吹 田 市

東 第２ 平成８(1996). 3. 1 
325.35

(168.40)
126 48 14 188 有  

交

通

局

大

阪

市

江

坂

江坂公園 平成８(1996). 2. 1 
4,163.58

(3,854.28)
1,135 140 147 1,422 有 吹 田 市

中 央 平成９(1997). 2. 1 
5,251.60

(6,961.90)
2,531 420 2,951 有  

西 平成９(1997). 5. 1 
391.00
(11.90)

300 300 有  

小    計 18 か 所 
22,929.08

(23,778.94)
13,979 1,677 192 15,848   
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鉄
道
名 

駅 

名 

設置場所 設置年月日 
敷地面積(㎡)

(延べ床面積)

収 容 台 数（台） 使用

料の

有無 

管 理 主 体 
自転車 原 付 自 動

二輪車 合 計 

阪 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

急 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

電 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

鉄 

北 

千 

里 

北 平成11(1999). 1. 1 
932.77

(1,037.76)
651 166 817 有 吹 田 市

東  第 １ 平成11(1999). 1. 1 
248.59

(0)
148 148 有  

東  第 ２ 平成11(1999). 1. 1 
151.34

(0)
129 129 有  

南 平成11(1999). 1. 1 
368.89

(1,444.23)
700 700 有  

山 
 

田 

東 平成15(2003). 5. 1 
1,302.06

(2,122.20)
1,070 174 1,244 有  

西 平成15(2003). 5. 1 
2,065.27

(1,957.62)
405 75 480 有  

南 平成15(2003). 5. 1 
694.89

(836.63)
463 64 527 有  

南
千
里 

西 第 １ 平成24(2012). 8. 1 
104.54 
(503.12)

1,070 1,070 有  

西 第 ２ 平成24(2012). 9. 3 
1,017.60 
(543.15)

98 98 有  

千
里
山

東 平成25(2013). 7.19 
847.17

(2,349.83)
1,040 240 20 1,300 有  

関 

大 

前 

東 平成12(2000). 4. 1 
463.68

(217.23)
280 280 有  

中 央 平成12(2000). 4. 1 
564.70

(266.00)
109 36 145 有  

西 平成12(2000). 4. 1 
720.08

(282.15)
96 151 247 有  

豊 
 

津 

北 平成16(2004). 6. 1 
778.69

(0)
475 475 有  

南 第 １ 平成16(2004). 6. 1 
31.80

(0)
26 15 41 有  

南 第 ２ 平成16(2004). 7. 1 
724.80

(0)
432 5 5 442 有  

吹 
 

 
 

 

田 

東  第 １ 平成４(1992). 4. 1 
400.00

(581.49)
183 183 有  

東  第 ２ 平成４(1992). 4. 1 
539.48

(0)
179 179 有  

南 平成４(1992). 4. 1 
125.00

(0)
99 99 有  

西  第 １ 平成４(1992). 4. 1 
608.10

(607.82)
484 67 551 有  

西  第 ２ 平成４(1992). 4. 1 
100.00

(0)
65 65 有  

正 

雀 

駅 前 平成４(1992). 4. 1 
488.84

(0)
511 511 有 

( 公 財 ) 自転車駐車場

整 備 セ ン タ ー

駅 前 東 ２ 平成13(2001). 9. 1 
49.88

(0)
63 63 有  

相
川

南 高 浜 平成14(2002). 2. 1 
573.60
(10.20)

174 18 192 有 吹 田 市

小    計 24か所 
13,901.77

(12,759.43)
8,595 1,330 61 9,986   

合    計 42か所 
36,830.85

(36,538.37)
22,574 3,007 253 25,834   
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 自転車駐車場使用料                     

自転車 

駐車場の構造 

使用料の区分 
一 般 使 用 料 (円) 学生及び障がい者使用料(円) 

一時使用

(１日１回

につき) 

定 期 使 用 一時使用 

(１日１回

につき) 

定 期 使 用 

 １か月 ３か月 １か月 ３か月

屋根を有さない 

自転車駐車場 

自 転 車 100 1,500 3,900 100 1,100 2,800

原動機付自転車 200 2,500 6,500 200 
障がい者のみ

1,800 
障がい者のみ

4,600

自 動 二 輪 車 300 3,500 9,100 300 
障がい者のみ

2,500 
障がい者のみ

6,400

屋根を有する 

自転車駐車場 

自 転 車 100 2,000 5,200 100 1,400 3,700

原動機付自転車 200 3,000 7,800 200 
障がい者のみ

2,100 
障がい者のみ

5,500

自 動 二 輪 車 300 4,000 10,400 300 
障がい者のみ

2,800 
障がい者のみ

7,300

 

５ 自転車等の放置防止 

  昭和58年(1983年)４月１日から「自転車等の放置防止に関する条例」を施行した。この条例に

基づいて市内の駅周辺等に放置禁止区域を設定し、この区域内に放置されている自転車等の撤去

を行っており、返還には移送保管料として自転車3,000円、原動機付自転車4,500円を徴収してい

る。なお保管期間は30日である。 

  平成29年度(2017年度)は7,589台の自転車等を移送し、返還5,057台で66.63％の返還率である。 

 

６ レンタサイクル 

 自転車駐車場で自転車を貸し出すことにより、通勤・通学等に自転車駐車場を確保しながら自

転車を利用する形態を普及する。市民の利便性にも寄与しながら、駅周辺における自転車等の放

置を抑制し、駅前広場の良好な環境の確保及びその機能低下を防止することを目的とする。 

 貸し出し自転車の概要：26インチ普通自転車、貸出しを受けた自転車駐車場のみ利用可能。 

  
利用形態：定期利用（１か月、３か月） 

 対  象：中学生以上                 平成30年(2018年)４月１日現在 

実 施 場 所 
供用開始 

年  月 
台  数 

使 用 料（定期） 

１か月 ３か月 

阪急山田駅前東自転車駐車場 平成16年１月 30台 2,000円 5,200円 

江 坂 公 園 自 転 車 駐 車 場  〃 16年１月 30台 2,000円 5,200円 

阪急豊津駅前北自転車駐車場  〃 17年６月 10台 1,500円 3,900円 

阪急北千里駅前南自転車駐車場  〃 18年６月 20台 2,000円 5,200円 

阪急関大前駅東自転車駐車場  〃 19年７月 ５台 2,000円 5,200円 

阪急吹田駅前東第１自転車駐車場  〃 20年６月 10台 2,000円 5,200円 

北大阪急行桃山台駅前東第１自転車駐車場  〃 21年６月 20台 2,000円 5,200円 

 

車両の種類
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７ 違法駐車等対策 

 違法駐車、迷惑駐車の問題は本市のみならず大きな社会問題となっている。 

 平成18年(2006年)に「道路交通法」の一部が改正され、駐車監視員制度による駐車違反の取締

りの強化が図られている。しかし、罰則の強化だけでは、迷惑駐車を一掃することはできないの

で「めいわく駐車はしない、させない」という市民意識の高揚を図るため、警察や自治会等の関

係機関と連携して啓発活動に努めている。平成６年(1994年)３月31日に「吹田市違法駐車等防止

に関する条例」を制定、同年９月１日施行した。 

 

８ コミュニティバス 

 市内の公共交通不便地域においてコミュニティバスの運行の検討を進め、平成18年（2006年）

12月から千里丘地区で試験運行を実施。平成23年(2011年)４月から、本格運行へ移行した。 

運行内容の概要（平成30年(2018年)４月現在） 

 運行距離：（ひまわりルート）11.6km  （あおばルート）11.3km 

 停留所数：（ひまわりルート）33か所  （あおばルート）30か所 

 所要時間：各ルート１周70分 

 運行時間：（平日）（ひまわりルート）午前７時50分から午後７時30分まで 

          （あおばルート） 午前８時から午後７時40分まで 

      （土・日曜、祝日）（ひまわりルート）午前９時から午後６時20分まで 

               （あおばルート） 午前９時10分から午後６時30分まで 

      ※上記の時間に「ＪＲ千里丘駅前」を出発 

 運行間隔：各ルート70分間隔 

 運  賃：大人200円、子供（小学生以下）100円 

      （身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人が、

手帳を提示したときは半額） 

      回数券（12枚綴り）大人2,000円、子供（小学生以下）・障がい者1,000円 
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９ 鉄道施設等耐震補強 

 南海トラフ地震で大きな揺れが想定される本市において、鉄道利用者等の安全が確保され、ま

た緊急輸送道路への鉄道高架橋の損傷による被害を最小限にし、鉄道の機能を確保し早期復旧に

寄与することを目的に、鉄道事業者等が実施する特定鉄道等施設(橋梁、トンネル等)の耐震補強

事業に対して、補助金を交付している。 

 

吹田市鉄道施設等耐震補強事業費補助金交付状況 

年度 

区分 
平成27(2015) 平成28(2016) 平成29(2017) 

件数 2 1 1 

金額(円) 25,253,000 21,258,000 11,969,000 

 

 

 交通バリアフリー  

 

１ 基本構想及び道路特定事業計画の策定 

 平成12年(2000年)11月に施行された「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の

円滑化の促進に関する法律（通称：交通バリアフリー法）及び平成18年(2006年)12月に「高齢者、

障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（通称：バリアフリー法）」に基づき、平成20年

(2008年)３月までに市内９地区14駅周辺の基本構想を策定した。平成30年(2018年)３月には、南

吹田地区に平成31年(2019年)春開業予定のおおさか東線新駅周辺の基本構想を策定した。また、

基本構想を基に、吹田市が管理する歩道（市道）のバリアフリー化整備を進めるため、道路特定

事業計画を策定している。 
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２ 歩道のバリアフリー化整備状況 

 生活関連経路等に指定された道路（市道及び市域全体）における歩道等のバリアフリー化整備

の進捗率 

平成30年(2018年)３月31日現在 

地 区 名 ※１ 

平成29年度(2017年度)末〔市道] 平成29年度(2017年度)末〔市域全体]

延長※2 

 

(km) 

整備済 

延 長 

(km) 

整備率 

 

(％) 

延長 

 

(km) 

整備済 

延 長 

(km) 

整備率 

 

(％) 

江 坂 地 区 1.3 1.10 84.6 3.0 2.80 93.3

山 田 地 区 1.7 1.70 100.0 3.9 3.90 100.0

吹 田 ・ 豊 津 地 区 4.7 3.70 78.7 8.6 7.60 88.4

桃 山 台 地 区 1.1 0.10 9.1 1.6 0.60 37.5

千里山・関大前地区 0.6 0.48 80.0 0.6 0.48 80.0

南 千 里 地 区 1.6 0.00 0.0 4.7 3.10 66.0

岸 部 地 区 2.0 1.06 53.0 2.0 1.06 53.0

北 千 里 地 区 2.7 0.20 7.4 4.9 2.40 49.0

万 博 公 園 周 辺 地 区 0.3 0.00 0.0 1.4 1.10 78.6

計 16.0 8.34 52.1 30.7 23.04 75.0

※１南吹田地区を除く。 

※２基本構想策定後、大阪府道から吹田市道に移管された路線があるが、基本構想策定時の延

長としている。 

 

３ 公共交通施設（旅客施設）のバリアフリー化整備 

 鉄道事業者等がバリアフリー基本構想に基づき、鉄道等駅舎のバリアフリー化設備の整備のた

め国・府と協調し補助金を交付し、市内にある14駅についておおむねバリアフリー化整備を完了

している。 

 平成29年度(2017年度)には、北大阪急行電鉄株式会社が、本市の補助金の交付を受け、桃山台

駅に可動式ホーム柵を設置した。 

 

吹田市鉄道駅舎バリアフリー化設備整備事業補助金交付状況 

年度 

区分 
平成27(2015) 平成28(2016) 平成29(2017) 

件数 0 0 1 

金額(円) 0 0 81,055,000 
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４ 公共交通施設（車両）のバリアフリー化整備 

 高齢者、障がい者等だれもが円滑に移動できるよう、市内を運行する路線バス事業者に対し、

ノンステップバス、ＩＣカードシステム及びバスロケーションシステムの導入に要する費用の一

部について、補助金を交付している。 

 また福祉タクシーの導入については、吹田市バリアフリー化設備等整備事業促進協議会の事務

局として、協議会の開催や生活交通改善事業計画策定などの支援をしている。 

 

吹田市ノンステップバス購入事業補助金交付状況 

年度 

区分 
平成27(2015) 平成28(2016) 平成29(2017) 

件数 1 1 0 

金額(円) 212,000 212,000 0 

 

吹田市バス利用環境改善促進等事業補助金交付状況 

年度 

区分 
平成27(2015) 平成28(2016) 平成29(2017) 

件数 0 1 0 

金額(円) 0 34,000 0 
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 都市計画道路  

 

１ 主な都市計画道路の現況 

 

    

 

①箕面山田線 

②万博公園外周線 

③南千里岸部線 

④千里丘朝日が丘線 

⑤大阪高槻京都線 

⑥豊中岸部線 

⑦御堂筋線 

⑧佐井寺片山高浜線 

⑨十三高槻線 

⑩千里山佐井寺線 

⑪佐井寺南線 

⑫南吹田駅前線 

⑬天道岸部線 

⑭岸部中千里丘線 

⑮岸辺駅前線 

 

■■■■ 完成済 

‥‥‥‥ 事業中 

・・・・ 未着手 

（平成17年(2005年)４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

（平成30年(2018年)４月１日現在) 
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２ 都市計画道路の整備状況 

平成30年(2018年)４月１日現在 

道路番号 道  路  名  称 
幅員 

（ｍ）
延長 

（ｍ）

完   成 事 業 中
延長(ｍ) ％ 延長(ｍ) ％ 

3･1･205- 1 御 堂 筋 線 50 5,080 5,080 100 

3･1･205- 2 大 阪 中 央 環 状 線 52 4,450 4,450 100 

3･1･205- 3 千 里 中 央 線 50 1,620 1,620 100 

3･3･205- 4 豊 中 岸 部 線 22 5,480 2,675 49 262 5

3･3･205- 5 万 博 公 園 南 千 里 線 22 2,800 2,800 100 

3･3･205- 6 十 三 高 槻 線 22 4,560 2,939 64 1,621 36

3･3･205- 7 万 博 公 園 外 周 線 22 5,080 5,080 100 

3･3･205- 8 山 田 摂 津 線 22 2,300 2,300 100 

3･3･205- 9 茨 木 万 博 公 園 線 22 310 310 100 

3･3･205-10 佐 井 寺 東 １ 号 線 22 810 810 100 

3･3･205-11 千 里 ３ 号 線 22 770 770 100 

3･3･205-12 佐 井 寺 東 ２ 号 線 22 430 430 100 

3･3･205-13 道 祖 本 摂 津 北 線 22 140 140 100 

3･4･205-14 箕 面 山 田 線 16 5,550 5,280 95 60 1

3･4･205-15 南 千 里 岸 部 線 18 4,290 4,290 100 

3･4･205-16 佐 井 寺 片 山 高 浜 線 18 4,150 3,010 73 

3･4･205-17 小 曽 根 南 泉 線 20 2,890 2,890 100 

3･4･205-18 豊 中 吹 田 線 20 2,870 2,870 100 

3･4･205-19 南 吹 田 駅 前 線 16 750 360 48 390 52

3･4･205-20 砂 子 宮 之 前 線 18 460 460 100 

3･4･205-21 駅 前 １ 号 線 20 90 90 100 

3･3･205-22 吹 田 駅 前 線 22 1,210 1,210 100 

3･5･205-23 大 阪 高 槻 京 都 線 15 7,450 7,450 100 

3･5･205-24 千 里 丘 朝 日 が 丘 線 12 3,660 2,890 79 

3･5･205-25 山 田 佐 井 寺 岸 部 線 12 3,680 3,680 100 

3･5･205-26 千 里 山 佐 井 寺 線 12 1,530 1,530 100 

3･5･205-28 千 里 ４ 号 線 13 660 660 100 

3･5･205-29 浜 田 浜 之 堂 線 15 270 270 100 

3･5･205-30 栄 東 町 線 15 190 190 100 

3･6･205-33 西 之 庄 線 11 480 480 100 

3･6･205-34 浜 之 堂 線 11 410 410 100 

3･3･205-35 佐 井 寺 南 線 22 830 830 100 

3･3･205-36 万 博 公 園 駅 前 線 22 300 300 100 

3･4･205-37 天 道 岸 部 線 16 1,610 1,610 100 

3･2･205-39 岸 辺 駅 前 線 33 50 50 100 

3･4･205-40 岸 部 中 千 里 丘 線 19 550 0 0 550 100

7･6･205- 1 片 山 １ 号 線 11 480 480 100 

8･5･205- 1 南 正 雀 線 12 950 950 100 

8･5･205- 2 佐 井 寺 東 ３ 号 線 12 100 100 100 

8･7･205- 3 垂 水 東 線 4 550 550 100 

8･7･205- 4 泉 金 田 線 4 510 510 100 

9･7･205- 1 大 阪 モ ノ レ ー ル 専 用 道 8 4,450 4,450 100 

9･7･205- 2 国際文化公園都市モノレール専用道 8 2,300 2,300 100 

計 43路線 87,100 79,554 91 2,883 3 
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 千里山駅周辺整備事業  

 

１ 目  的 

  千里山地区は、大正末期に阪急千里線が開通し、千里山に住宅地が開発された後、順次、市営

住宅、公団住宅などが建設され、閑静な住宅地として発展を続けてきた。千里山駅東側には築後

50年を経過した千里山団地があり、住宅の老朽化の進行と現在の生活水準からして手狭な居住面

積や設備水準の向上及び高齢化への配慮などを踏まえ、良好な住宅環境の形成が求められている。 

  一方、佐井寺地区、千里山高塚地区では、新たな市街地が形成され、千里山駅へのアクセス道

路の役割を果たす都市計画道路千里山佐井寺線及び駅前交通広場の整備が求められる。また、千

里山駅前の踏切に隣接する交差点を中心とした交通混雑の解消や、駅周辺地区の歩道整備及び自

転車駐車場の整備など、安全で快適な歩行空間の充実化が求められる。 

 

２ 事業の概要 

  老朽化した千里山団地については、都市再生機構等による建替事業により、自然地形や緑の保

全に配慮し、居住性能の高い住宅、良好な住環境を備えた住宅地創出を図る。 

  また、交通混雑を解消するため、建替事業と一体的・総合的に都市計画道路千里山佐井寺線の

整備促進に努めるとともに、駅前交通広場、自転車駐車場などの都市基盤施設を整備し、生活関

連施設やサービス機能の立地、及び公共空間のバリアフリー化を促進することにより、駅前にふ

さわしい整備を図る。 

 

３ これまでの経過 

平成７年度(1995年度)  住宅市街地整備総合支援事業の整備計画広域調査を実施し、地区の

現況調査位置付け、整備の基本構想、整備課題の抽出を行った。 

 〃 ８年度(1996年度)  整備計画（その１）の策定を行った。特に公共施設の整備に係る

関係者の意見調整を図り、整備の方向性を検討した。 

 〃 ９年度(1997年度)   整備計画（その２）として、平成８年度(1996年度)の調査を受け、

公共施設整備と住宅整備の構想を検討した。 

 〃 10年度(1998年度)  平成９年度(1997年度)までの調査を受け、整備計画の中の問題点

等について、関係各機関との協議、調整を行った。 

 〃 11年度(1999年度)  当該事業の整備における効率性を検証するための「費用対効果分

析検討調査」を行い､また駅を中心とした現況測量を行った。 

 〃 12年度(2000年度)  都市計画道路の迂回路検討、駅前交通広場を含む道路等の概略設

計を行った。 
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平成13年度(2001年度)   以上の成果について、都市基盤整備公団等、関係機関と協議・検

証し、課題事項の抽出・整理を行った。 

 〃 14年度(2002年度)  事業実施には、大きな要件である事業費軽減方策について、都市

基盤整備公団と協議を進めた。 

 〃 15年度(2003年度)  都市基盤整備公団と事業の推進を図るため、事業費軽減方策等に

ついて、勉強会を４回実施するとともに、都市計画道路千里山佐井

寺線の変更の在り方についても大阪府総合計画課と協議を行った。 

〃 16年度(2004年度)  都市基盤整備公団は、７月１日付けで独立行政法人都市再生機構

となり、団地の建て替えの手法（補助制度）を国土交通大臣に報告

することにより、団地の建て替えと、駅周辺の都市基盤施設整備と

を一体的に取り組んでいくことを決定し、本市と事業化に向けた協

議、調整を行った。 

〃 17年度(2005年度)  市民との協働の下に千里山駅周辺地区のまちの将来像について意

見を取りまとめることを目的として、７月28日に第１回千里山駅周

辺まちづくり懇談会を開催して以来、計８回開催し意見集約を図っ

た。また、千里山駅周辺整備の基本計画を策定した。 

 〃 18年度(2006年度)    千里山駅周辺まちづくり懇談会を引き続き計11回開催した。また、

都市計画道路千里山佐井寺線など、駅周辺の公共施設整備の計画を

検討するための予備設計などを行うとともに、千里山地区住宅市街

地総合整備事業の整備計画を策定し、大臣承認を得ている。 

 〃 19年度(2007年度)   千里山駅周辺まちづくり懇談会を引き続き計３回開催した。また、

都市計画道路千里山佐井寺線の都市計画変更を行った。 

 〃 20年度(2008年度)  千里山駅周辺まちづくり懇談会を引き続き７回開催した。また、

千里山地区住宅市街地総合整備事業の事業計画を策定し、大臣同意

を得ている。都市計画道路千里山佐井寺線（星が丘工区）等の都市

基盤施設を独立行政法人都市再生機構の直接施行により整備するこ

とについて議会同意を得た。 

 〃 21年度(2009年度)  千里山駅周辺まちづくり懇談会を引き続き４回開催した。住宅市

街地総合整備事業の事業計画に基づき、都市計画道路千里山佐井寺

線、千里山跨線橋線等の実施設計を行った。駅西側の道路整備等に

ついて都市再生整備計画を策定し、大臣承認を得た。 

 〃 22年度(2010年度)  「千里山駅周辺まちづくり懇談会」の提案に対する本市の考え方

を報告する場として、名称を「千里山駅周辺まちづくり報告会」と

改め、４回開催した。また、都市再生機構の千里山団地の除却に合
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わせて、都市再生機構の用地を取得するとともに、都市計画道路千

里山佐井寺線（星が丘工区）の粗造成を行った。駅西側については

交差点改良点等の詳細設計を行った。 

平成23年度(2011年度)  引き続き都市再生機構による直接施行制度を活用し、都市計画道

路等の整備に着手した。駅西側の交通安全施設や駅東区画道路の電

線共同溝施設等の実施設計を行った。 

 〃 24年度(2012年度)  引き続き都市再生機構による直接施行制度を活用し、都市計画道

路等の整備を行い、一部区間で供用を開始した。駅西側の道路改良

工事等の実施設計を行った。 

 〃 25年度(2013年度)  引き続き都市再生機構による直接施行制度を活用し、都市計画道

路等の整備を行った。また、駅前東区画道路の電線共同溝施設工事、

駅西側の交差点改良工事に着手した。 

 〃 26年度(2014年度)  引き続き都市再生機構による直接施行制度を活用し、交通広場整

備工事に着手した。また千里山跨線橋線を開通し、駅前文化踏切を

車両通行禁止化した。 

 〃 27年度(2015年度)  引き続き都市再生機構による直接施行制度を活用し、交通広場整

備工事を行った。また駅西側交差点改良工事が完成するとともに、

駅前文化踏切工事が完成した。 

 〃 28年度(2016年度)  都市再生機構による直接施行制度を活用した駅東側の交通広場整

備工事が完了した。また、駅西側の街角広場工事が完了し、道路拡

幅工事等の詳細設計に着手した。 

 〃 29年度(2017年度)  駅西側の踏切前交差点改良工事及び道路拡幅工事に着手した。 

 

４ 今後の取組 

市民、事業者、行政などが協働しながら、千里山駅周辺まちづくり報告会などを適宜開催し、

円滑な事業推進に努める。 

平成28年度(2016年度)は駅前交通広場が完成予定。また平成30年度（2018年度）都市再生整

備計画（２期）による駅西側道路の整備が完成予定。 
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 千里南地区センター再整備事業  

 

１ 事業の目的 

 千里ニュータウン最初の地区センターとして整備された千里南地区センターは、開設以来50年

が経過し、少子化や高齢化を始め様々な社会状況の変化に伴う住民ニーズの多様化、高度化への

対応が困難な状況となっていたことから、千里ニュータウンの南の玄関口としてふさわしい、魅

力あふれるにぎわいのあるまちとなるよう「交通広場の整備」、「公共公益施設の整備」、「公

共広場の整備」を柱とする再整備事業に取り組むものである。 

 

２ 事業の経過 

 千里南地区センターは、千里ニュータウン南部地域の住民の生活を支えるための商業業務地域

として計画的に配置されたが、周辺部での開発や大型商業施設の立地など環境の変化を踏まえ、

昭和55年(1980年)に「千里南地区センター３者協議会」が設置され、商業者を中心に今後の商業

機能の在り方について議論され始めた。その後、商業施設の再整備が進められる中で、平成16年

(2004年)３月には、公共公益機能の再整備の在り方を示す「千里南地区センター再整備の基本的

な考え方」を発表し、長年の懸案であった当地区センターの再整備事業が本格的に始動した。 

 市は、平成17年(2005年)９月から平成18年(2006年)９月にかけて「南千里駅周辺まちづくり懇

談会」を開催（計10回 延べ434名）し、近接５住区の住民を中心に交通広場や公共公益施設、

公共広場の具体的な内容についての話合いを重ねてきた。 

 平成18年(2006年)10月には当該懇談会が「南千里駅周辺まちづくり懇談会 整備計画まとめ」

を市長に報告し、これを受けて市は、平成19年(2007年)３月「千里南地区センター再整備事業基

本計画（案）報告書」を作成し、事業に着手した。 

 

３ 事業の概要 

⑴ 交通広場整備 

 既存交通広場のロータリー化により輻輳する車両交通を整理し、安全性を高めるとともに、

ユニバーサルデザインへの対応や地下機械式駐輪場を設け、利用者の利便性の向上と千里ニュ

ータウンの南の玄関口にふさわしい良好な環境と景観づくりを行った。 

⑵ 公共公益施設（千里ニュータウンプラザ）整備 

 地区内の既存公共公益施設（市役所出張所、公民館、図書館、市民センター、郵便局等）に

加え、高齢者の拠点施設や市民公益活動の拠点となる施設の整備を行った。 
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【建物概要】 

 ・敷地面積    2,900.66㎡ 

 ・延べ床面積  13,402.35㎡（うち容積率対象床面積 10,721.88㎡） 

 ・構造・規模  鉄骨鉄筋コンクリート造・鉄筋コンクリート造・鉄骨造 

         地下２階地上８階塔屋１階建 

【事業手法】 

 ・ＰＦＩ－ＢＴＯ方式 

  施設完成後にＰＦＩ事業者は市に施設を譲渡し、市は施設建設費を分割して支払う方式 

⑶ 公共広場整備 

 阪急南千里駅の東側に隣接する用地に地区センターのにぎわいと地域の交流の場としての広

場（約1,250㎡）を整備する。 

⑷ 事業のスケジュール 

 交通広場   平成23年(2011年)７月１日供用開始 

 公共公益施設 平成24年(2012年)９月３日供用開始 

 公共広場   平成30年度(2018年度)完成予定 

⑸ 事業費 

 総事業費 約120億円 

  うち、交通広場   約10億円 

     公共公益施設 約90億円（建設費及び管理運営費20年分） 

     公共広場   約５億円 

     その他    約15億円 
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